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資料中の業績見通し数値は、現時点において入手可能な情報から得られた判断･予想に基づくもの
ですが、リスクや不確実性を含んでいる情報から得られた多くの仮定及び考えに基づきなされたもの
であります。

実際の業績は、さまざまな要素によりこれら業績見通しとは大きく異なる結果となり得ることを
ご承知おきください。

実際の業績に影響を与える要素には、事業環境、経済情勢の悪化、法令その他の関連する規制の
動向、訴訟における不利な判決等がありますが、これらに限定されるものではありません。

免責事項
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売上高 2,128.2億円

純利益 41.4億円

2023年3月期上期 決算ハイライト

純利益：親会社株主に帰属する四半期純利益

全社

（前年同期比） ［計画進捗率］

モバイル事業

ソリューション事業

決済サービス事業他

売上高 1,771.0億円

純利益 16.0億円

（ 94.7%） ［44.0%］

（ 58.8%） ［29.7%］

売上高 180.8億円

純利益 11.9億円

売上高 176.0億円

純利益 12.5億円

（106.9%） ［39.8%］

（127.5%） ［66.9%］

（108.0%） ［50.6%］

（ 72.7%） ［44.6%］

（ 96.6%） ［44.1％]

（ 76.7%） ［41.4％］
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Ⅰ 2023年3月期上期

連結決算概要
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（単位：億円） 22/3期 上期 23/3期 上期 前年同期比
23/3期
通期計画

進捗率

売上高 2,203.3 2,128.2 96.6％ 4,830.0 44.1％

売上総利益
（売上総利益率）

361.1
(16.4％)

346.1
（16.3％）

95.9％
（-0.1p）

724.0
(15.0%）

47.8％

販管費 312.1 309.8 99.3％ 612.0 50.6％

営業利益
（営業利益率）

48.9
(2.2％)

36.3
（1.7％）

74.2％
（-0.5p）

112.0
（2.3％）

32.4％

営業外損益
（カード退蔵益他）

25.3 20.1 79.7％ 42.0 48.0%

経常利益 74.2 56.5 76.0％ 154.0 36.7％

純利益 53.9 41.4 76.7％ 100.0 41.4%

回線契約数 (万回線)※1 203.2 174.4 85.8％

一部通信事業者の手数料条件改定（2021年7月～）は通年での影響へ
回線契約数は伸び悩むも、独自商材の拡販や生産性向上は一定の効果あり

2023年3月期上期 連結決算概要（累計期間）

※1 今期より「販売台数」から「回線契約数」へ表現を変更して
おります。集計方法に変更はありません。
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2023年3月期上期 セグメント別業績

（単位：億円）

モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他

22/3期
上期

23/3期
上期

前年
同期比

22/3期
上期

23/3期
上期

前年
同期比

22/3期
上期

23/3期
上期

前年
同期比

売上高 1,871
[84.9%] 

1,771
[83.2%]

94.7％ 169
[7.7%] 

180
[8.5%]

106.9％
163

（145）
[7.4%] 

176
(154)

[8.3%]

108.0％
（106.4％）

営業利益 38.1
[77.9%] 

21.6
[59.7%]

56.9％ 11.2
[22.9%] 

12.7
[35.1%]

113.9％
▲0.3
（6.7）

[▲0.8%] 

1.4
（9.2）
[4.0%]

ー
（136.9％）

純利益 27.3
[50.6%] 

16.0
[38.8%]

58.8％ 9.3
[17.4%] 

11.9
[28.9%]

127.5％
17.2
（5.3）
[32.0%] 

12.5
（6.5）

[30.3%]

72.7％
（121.9％）

[] 内の数値はセグメント別構成比、()内の数値：決済サービス事業単体（子会社配当金を除く）

「その他・調整額」に該当する金額は僅少であるため本表では記載を省略しております。
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純利益 前年同期比増減（実効税率を乗じて説明）

2023年3月期上期 連結決算概要（増減理由）

純利益：親会社株主に帰属する当期純利益

（単位：億円）特殊要因純利益の増加 純利益純利益の減少 調整・他
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2023年3月期上期 連結決算概要（会計期間）

（単位：億円）

1Q（A) 2Q（B） 上期（A+B）

22/3期
※1

23/3期
前年

同期比
22/3期

※1
23/3期

前年
同期比

22/3期 23/3期
前年

同期比

売上高 1,111.7 1,084.9 97.6％ 1,091.6 1,043.3 95.6% 2,203.3 2,128.2 96.6％

売上総利益
（売上総利益率）

185.8
（16.7%）

173.3
（16.0％）

93.3％
（-0.7p）

175.2 
(16.1%)

172.8 
(16.6%)

98.6%
(+0.5p)

361.1
(16.4％)

346.1
(16.3％)

95.9％
(-0.1p)

販管費 153.８ 150.6 97.9％ 158.2 159.2 100.6% 312.1 309.8 99.3％

営業利益
（営業利益率）

31.9
（2.9％）

22.7
（2.1％）

71.1％
（-0.8p）

17.0 
(1.6%)

13.6 
(1.3%)

79.9%
(-0.3p)

48.9
(2.2％)

36.3
(1.7％)

74.2％
(-0.5p)

営業外損益
（カード退蔵益他）

16.7 9.9 59.4％ 8.5 10.2 119.4% 25.3 20.1 79.7％

経常利益 48.7 32.6 67.1％ 25.5 23.8 93.1% 74.2 56.5 76.0％

純利益※2
32.2 23.8 74.1％ 21.7 17.5 80.7% 53.9 41.4 76.7％

回線契約数
(万回線)

102.9 90.1 87.6％ 100.3 84.2 84.0% 203.2 174.4 85.8％

●2Qでは一部端末の価格改定等もあり、売上高、売上総利益は堅調
●販管費は固定費用の抑制は進むも、出張販売等の変動費用が増加

回線契約数が伸びず
厳しい事業環境が継続

※1 22/3期実績：㈱TFモバイルソリューションズのPPA
確定後の実績に置き換えております。

※2 純利益：親会社株主に帰属する四半期純利益
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携帯電話等回線契約数 携帯電話等回線契約数 推移

回線契約数 （万回線） 回線契約数

全社回線契約数

モバイル事業は、1Q同様に機種変更は大幅減
ソリューション事業は、在庫不足が一時的に解消

今期より「販売台数」から「回線契約数」に表現を変更しております。集計方法に変更はありません。

（万回線）
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（万回線）

（億円）

売上高 営業利益

売上高・営業利益・純利益携帯電話等回線契約数

22/3期 上期 23/3期 上期

純利益

モバイル事業 セグメント業績

1Q同様に機種変更が伸び悩む
物価高騰による消費意欲の低下も影響

22/3期 上期 23/3期 上期

独自商材の拡販、生産性向上に引き続き取り組む
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モバイル事業 連結売上総利益構成比

当社独自商材※

売上総利益構成比

約2割
当社独自商材の拡販により

モバイル事業収益を下支え

※当社独自商材…スマホアクセサリー、ガラスコーティング、セキュリティ商材、マイナンバーカード申請など、
通信キャリアの回線契約・端末販売以外のサービス・商材
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モバイル事業 上期トピックス

マイナンバーカード申請実績 サテライト店・移動携帯ショップ・出張販売実績

自治体との連携強化 アクセスポイントの拡大

サテライト店

直営店7店舗／代理店7店舗

出張回数 46回（203日間 稼働）

実施回数 2,714回

移動携帯ショップ

出張販売

ショッピングモールなどに数か月～1年単位で出店する店舗

※2022年9月時点

※2022年9月時点

※2022年9月時点

累計33,014件※

※2022年７月～9月の当社直営ショップにおける申請件数

ショップにおけるマイナンバーカード
交付申請サポート
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キャリアショップ 併売店等 量販店

アクセサリーショップ（Smart Labo・UNiCASE・ECサイト含む）

22/09末21/09末 21/09末 22/09末

※( )内は直営店数キャリアショップ数推移

販売拠点数推移

一部店舗をメインブランドへの統合、閉店等により販売拠点数は減少
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売上高・営業利益・純利益

（億円）

売上高 営業利益

携帯電話等回線契約数

（万回線）

半導体不足による端末供給の遅れが一時的に解消
回線契約数の増加もあり営業利益、純利益とも増益

純利益

ソリューション事業 セグメント業績

（億円）
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movino star ID数

（万ID）

TG光 累計回線数（再卸含む）

ID数は引き続き増加、TG光の累計回線数は堅調に推移

movino star：法人向け通信回線一括管理サービス

ヘルプデスク ID数

（万ID）

ソリューション事業 当社独自商材実績

※集計項目の一部見直しにより、
21/9末のID数を修正しております。
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ソリューション事業 連結売上総利益構成比

連結売上総利益は
堅調に推移

当社独自商材の構成比は

4割以上

今後さらに拡大を見込む

連結売上総利益の推移

は下期見込み
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決済サービス事業他 セグメント業績

QUOカードPayの先行費用が発生するも、営業利益は増益

売上高・営業利益・純利益

（億円）

売上高 営業利益

▲0.3

純利益

＜参考＞決済サービス事業単体（子会社配当金を除く）

22/3期 上期 23/3期 上期

PIN・ギフトカード取扱高 QUOカード発行高

※ QUOカードPayを含む

概ね計画どおり堅調に推移
自治体等の施策に採用され、

発行高が増加

22/3期 上期 22/3期 上期 23/3期 上期23/3期 上期

97％ 120％

22/3期 上期 23/3期 上期
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Ⅱ 戦略概要／主な取り組み
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戦略概要

短期 中長期

事業
環境

ありたい姿

・「人×技術」強化：「全社横断IT組織」、「デジタル人財の育成」
・社内組織間、グループ会社間の連携
・サステナビリティ

モバイル代理店ビジネス
の大きな変革

当
社
グ
ル
ー
プ

豊かな未来のために
価値を創造し続ける

企業グループへ

～社会に必要とされ、
社会に貢献する会社～

人と技術をコアに事業を通じ
て社会課題を解決することで

企業価値を向上する

5G・6G、AI・ICT・IoT、DX、キャッシュレス化、
気候変動・脱炭素社会

さらなる効率化による収益維持

全社横断組織化により
業務効率化・生産性向上
集客・独自商材の拡大

「地域のICT拠点」として
新しいショップに生まれ変わる

人×技術

TG Universeの拡大 ー組織間連携によるグループ収益力強化ー

商材・領域の拡大、成長 ーM&A、周辺事業への投資ー

法人向けソリューション
ビジネス

デジタル
ギフトコード配信

Edge Enablerの強みを
活かしたビジネス

QUOカードPay 新時代のギフトサービス

ESGに関連した取り組み

EE

UBSP

EE
＆

UBSP

ビジネスを支える取り組み

※EE=Edge Enabler（当社の名前は前面に出さずに個人・法人間、法人・法人間にある境界をとりもつ黒子ビジネス）
UBSP＝Unique Branded Service Provider（自らブランドを掲げて独自のサービスを提供するビジネス）
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Edge Enabler
Unique Branded 
Service Provider

商材・領域の拡大、成長 ～M&A、周辺事業への投資～

ブランドの認知度向上とOMO戦略（オンラインとオフラインの融合）を推進

ECと店舗のシナジーによるブランド力の向上を目指す

検索・比較・購入

ファン
リピーター化

発見・認知・興味

OMO戦略イメージ

CCCフロンティア株式会社（株式会社ユニケース）を子会社化

株式会社ユニケース

2022年9月30日
連結子会社化

Online

EC

Offline

店舗

10月1日商号変更

CCCフロンティア株式会社
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Edge Enabler

自治体との連携により「デジタルデバイド解消」に貢献

千葉県勝浦市がデジタル活用促進事業の一環で行う
スマートフォンの活用に関する事業を受託

千葉県警との協力によるお子様がスマートフォンを
安全に利用するための啓発イベント

「親子スマホ安全教室」の様子

開催日

開催場所

保護者・お子様

計49名

※2回実施の合計人数

勝浦市「デジタル端末指導等業務」を受託 千葉市「親子スマホ安全教室」を開催

実施概要

参加人数※

千葉市こども交流館

2022年9月25日

新しいショップへ ～地域のICT拠点として～

実施イメージ

スマートフォンに
関する事業

※開催期間は実施内容に
よって異なります

実施概要※

●教室の開催

●相談窓口の開設

●無償貸出し
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移動携帯
ショップ
（46回）

サテライト店
（直営店7店舗、
代理店7店舗）

新たな顧客接点の拡大による集客の増加とさらなる生産性向上へ

Edge Enabler

出張販売
（2,714回）

従来のショップ形態に捉われず
新たな価値創出を目指す

出張相談会の様子

顧客満足度
向上

リモートで店頭にいる
お客様の端末初期設定等をサポート

店頭のお客様

A店

B店

C店

ヘルプセンター サポートメニュー

アカウント設定

各種アプリ設定

など

操作説明

・導入店舗順次拡大予定
・対応時間短縮化の推進

今後の取り組み

アクセスポイント拡大へ スマート・オンラインサポートの拡充

新しいショップへ ～地域のICT拠点として～
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Edge Enabler
Unique Branded 
Service Provider

「デジタル田園都市国家構想」に対応するサービス展開

ソリューション

直営ショップ シルバー
人材センター

自治体

「スマホ教室」
ご案内

連携 連携
関係強化

当社直営キャリアショップとの連携など
当社アセットを活用した地域密着の取り組みが拡大中

※取り組み事例

当社事業会社と連携し
ティーガイアグループの総合力で対応

自治体サービスの向上や業務効率化を支援

ペーパレス会議
システム

消防システム
通信回線

メッセージ
アプリ導入支援

避難所向け混雑
可視化サービス

※取り組み事例

地域密着型の取り組み 自治体サービス向上への取り組み

法人向けソリューションビジネス ～自治体との連携強化～

ソリューション
商材のご提案

当社
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Edge Enabler
Unique Branded 
Service Provider

・検品
・データ消去
・グレーディング
（査定）

回収端末

スマート回収

端末仕入

買取業者

販売

サービス拡充による収益拡大と環境負荷低減に貢献

法人のお客様基本サービス

ランクC以上

バッテリーヘルス
80％以上

30日間無償保証

法人のお客様より回収したスマートデバイスを安全にデータ消去
検査、査定、クリーニング等リファービッシュし販売

リファービッシュ
端末

法人向け新サービス（2nd Market）

法人向けソリューションビジネス ～回収した端末の再利用化～
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Edge Enabler Unique Branded 
Service Provider

ESGに関連した取り組み ～環境・社会～

女性の健康課題解決に主眼を置いたサロン型の
フェムテックPOP UP STOREを期間限定でオープン

開催期間
池袋・サンシャインシティ
専門店街アルパ1階

FEMTECH LAB

2022年9月13日～11月17日

店 舗 名

場 所

：

：

：

社会課題と顧客ニーズの多様化に対応し価値を創出

お客様 スタッフ

将来的にはオンライン（EC等）での
商品・サービスの販売も検討中

POP UP STORE 概要

当社子会社
株式会社TGパワー

BCP対策、再生可能エネルギーの活用を訴求できる
取り組みとして企業価値向上に貢献

太陽光発電システム 設置企業様拡大中

飯田グループHD様
スシロー様

ベイシア電器様 他

スシロー稲城百村店様

お悩み ご提案
ご来店・ご相談

フェムテック
商品のご提案

再生可能エネルギー事業の拡大 女性活躍をサポート

※五十音順
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QUOカードPay／QUOカード

QUOカードPay/QUOカード

「自治体」による採用の拡大

多彩なキャンペーン展開

により発行拡大に取り組む

Unique Branded 
Service Provider

MINTIT買取QUOカードPay
プレゼントキャンペーン

※いずれも終了済

引き続き加盟店拡大に

取り組む

QUOカードPay加盟企業（一部抜粋）

ドトール×QUOカードPay
Twitterキャンペーン

「子ども教育支援・子育て支援」

子どものいる家庭に配布

※キャンペーンは終了済

※大阪府、京都府、兵庫県のみ

「マイナンバーカード普及促進」

マイナンバーカード申請者への配布

採用事例 キャンペーン 新規加盟企業
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当社滋賀物流倉庫

サステナビリティ

サステナビリティ推進に向けて

日本最大級のSDGs推進フェアに住友商事グループとして出展
スマホ買取機「MINTIT」、TGパワー再生可能エネルギー事業を展示

期間
2022年10月6日～8日

会場
愛知国際展示場

来場者数
13,633人

※

※SDGs AICHI EXPO 2022
実行委員会事務局調べ

（3日間合計）

一般消費者からのスマホを
買取、スマホのリユース活
性化と環境負荷低減に貢献

太陽光発電システムによる
BCP対策、再生可能エネル
ギー活用の促進

当社展示

スマホ買取機「MINTIT」

TGパワー
再生可能エネルギー事業

開催概要

SDGs AICHI EXPO 2022出展

展示会の様子

新しいパートナーシップの共創により
持続可能な社会の実現に貢献
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人×技術

人財育成の強化

「新たなデジタルビジネスの創出」と
「業務のデジタル化による生産性向上」の実現を目指し

自社や顧客に「価値」を提供できる人財を育成

有資格者数

人財育成を強化
市場変化に対応すべく取り組みを加速

クラウド化が進む法人向けビジネスに対応すべく
MS-900やSC-900等クラウドサービスに関する

資格取得を支援

研修実績
● 研修内容

※2021年度、2022年度実績累計

受講者数

Microsoft社 MS-900/SC-900
Cisco社 CCNA等

※2022年10月時点

サービスクリエイション研修
デジタル人財の発掘とITレベル
の向上を目的とした研修

エンジニア育成研修
更なるITレベル向上を目的と
した上位レベルの研修

のべ79名
※

デジタル人財の育成 法人向けソリューションビジネス 人財育成

260名以上在籍
※

● 資格の種類
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本日のまとめ

モバイル代理店ビジネスの大きな変革

ショップを「販売拠点」から「地域のICT拠点」へ
ソリューション事業、決済サービス事業他のさらなる成長

事業ポートフォリオの変革をさらに加速

外部環境

当社取り組み
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参考資料
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企業理念
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退蔵益減、前期に特別利益を計上した関係で減益も、
業務効率化等により営業利益は増益

2023年3月期 全社連結業績予想

（単位：億円） 22/３期 通期実績 23/３期 通期計画 前期比

売上高 4,764.6 4,830.0 101.4％

売上総利益 725.7 724.0 99.8％

販管費 620.0 612.0 98.7％

営業利益 105.6 112.0 106.0％

営業外損益
（カード退蔵益他）

48.1 42.0 87.2％

経常利益 153.8 154.0 100.1％

純利益 105.7 100 94.5％

純利益：親会社株主に帰属する当期純利益
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特殊要因

22/3期 実績
純利益

23/3期 計画
純利益

モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他

純利益事業別増減（実効税率を乗じて説明）

カード退蔵益
の減少

税調整・他

（単位：億円）

売上総利益の増減 純利益販管費の増減

特別利益の減少
（有価証券売却益）

新事業に係わる人件費の
増加等、先行投資

システム管理費等の増加

新事業、アクセサリー等
の取り扱い拡大

・端末不足の解消
・TFM統合シナジー発揮
・独自商材の取り扱い拡大

生産性向上・業務効率化
（人件費、家賃を中心に
抑制）

調整・他

・手数料条件改定の影響
（通年化）
・店舗数減に伴う減収

▲4
（▲5）

13
（18）

▲11
（▲16）

4
（6）

6
（8）

▲5
（▲7）

▲6
（▲8）

1
（1）

▲3
（▲4）

105
100

※（）は税前利益

2023年3月期 全社連結業績予想

95

特殊要因を除外した
純利益

純利益：親会社株主に帰属する当期純利益、TFM：株式会社TFモバイルソリューションズ
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2023年3月期 セグメント別業績予想

（単位：億円）

モバイル事業 ソリューション事業 決済サービス事業他※

22/3期
実績

23/3期
計画

前期比
22/3期
実績

23/3期
計画

前期比
22/3期
実績

23/3期
計画

前期比

売上高 4,071 4,028 98.9% 352 455 128.9% 340
（305）

348
（307）

102.3%
（100.5％）

営業利益 82.4 85.6 103.8% 25.1 28.9 114.8% ▲2.0
（16.1）

▲1.1
（15.1）

－
（93.7%）

純利益 56.0 54.0 96.3% 18.6 17.9 96.1% 31.0
（11.8）

28.1
（11.2）

90.4%
（94.8%）

純利益：親会社株主に帰属する当期純利益、()内の数値：決済サービス事業単体（子会社配当金を除く）

「その他・調整額」に該当する金額は僅少であるため本表では記載を省略しております。



36



37



38
※掲載内容は2021年５月発表時点
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※掲載内容は2021年５月発表時点
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※掲載内容は2021年５月発表時点
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サステナビリティに関わる取り組み

当社グループは、事業活動を通じ、
社会の持続的な成長に貢献します。
様々な社会課題の解決に取り組み、

豊かな未来のために
価値を創造し続けます。

サステナビリティ基本方針

社外への賛同・参加サステナビリティ方針

国連
グローバル・コンパクト

気候変動
イニシアティブ

気候関連財務情報開示
タスクフォース

TCFD
コンソーシアム

中間目標：2030年温室効果ガス排出量
50%削減（2019年度比）※

2040年カーボンニュートラル
※

※Scope1·2対象（当社単体ベース）

温室効果ガス削減目標

国連と民間（企業・
団体）が手を結び、
健全なグローバル社
会を築くための世界
最大のサステナビリ
ティ イニシアチブ

日本において気候変
動対策に積極的に取
り組む企業や自治体、
団体、NGOなど、国
家政府以外の多様な

主体が集まる、
2018年7月に設立さ
れたネットワーク

G20財務大臣・中央銀行
総裁会議の要請を受け、
2015年12月に金融安定
理事会（FSB）により、
気候関連の情報開示およ
び気候変動への金融機関
の対応を検討するために

設立された機関

TCFD提言へ賛同する企
業や金融機関などが推
進し、企業の効果的な
情報開示や、開示され
た情報を金融機関等の
適切な投資判断につな
げるための取り組みに
ついて議論する場とし

て設立された機関
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年間配当金：75円/株

（中間：37.5円/株、期末：37.5円/株）

23/3期
（予想）※2

20/3期18/3期 19/3期

（円）

※2 23/3期（予想）の1株当たり当期純利益および配当性向は、23/3期末における期中平均株式数（予想）に基づき算出

21/3期

株主還元策

40％を目途※1

配当の基本方針

1株当たり当期純利益 1株当たり配当額と配当性向

長期にわたり安定的かつ

継続的な利益還元を実施

連結

配当性向

23/3期 配当予想

182.34

248.4
226.59 234.01

189.74
179.32

20/3期18/3期 19/3期 21/3期 22/3期 23/3期
（予想）※2

22/3期

55.00

75.00 75.00 75.00 75.00 75.00

30.2% 30.2%
33.1% 32.1%

39.5% 41.8%

配当性向１株当たり配当額

（円）

※1 23/3期より連結配当性向を30％から40%を目途に変更しております
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通期
（単位：%）

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期

自己資本比率 39.0% 22.8% 26.1% 30.4% 27.4% 29.2%

自己資本当期純利益率

（ROE)
29.7％ 30.9％ 33.3％ 24.8％ 21.9％ 15.7%

投下資本利益率
（ROIC）※3 17.7% 21.6% 29.3% 25.0 ％ 18.9 ％※１ 12.1%

売上高営業利益率 2.6％ 2.6% 2.9% 2.9% 3.3%※2 2.2%

純資産配当率

（DOE）
9.9％ 9.3％ 10.0％ 8.2％ 7.0％ 6.2%

※１ 21/3期は、新型コロナの影響に備えた資金の確保と大型M&Aのための長期借入により、負債増。
※２ 22/3期から適用となった会計基準の変更を21/3期に遡求適用しております。
※３ カード退蔵益を含めて計算しております。

主要財務指標の推移
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